
○国頭村景観条例施行規則 

(平成 31年 4月 4日規則第 7号) 

改正 令和 6年3月25日規則第6号 
 

(趣旨) 

第 1条 この規則は、景観法(平成 16年法律第 110号。以下「法」という。)及び国頭村

景観条例(平成 31年条例第 10号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

(景観地区区分指定) 

第 2条 景観地区区分について、国立公園計画書及び国頭村景観計画で指定されている地

域とその規制内容に基づきゾーンを設定する。 

(1) 自然景観保全ゾーン 国頭村内において特に優れた自然景観を保持している地区

として、自然公園法により特別保護地区や特別地域に指定された区域であるため、

原則として開発等を最小限にとどめ、自然景観の保全を優先する区域 

(2) 自然とくらしの調和ゾーン 森林や渓谷を中心とした良好な自然地では、生産活

動とも調和しながら、自然景観の保全を図っていく区域。農地については、健全な

農地景観を維持するとともに、美しい海の景観を維持するため、赤土流出の防止に

努め、周囲の景観スケールとの調和に配慮するとともに、地形や自然生態系に及ぼ

す影響を小さくし、道路等の公衆の視点場から見て違和感のない景観作りに努める

区域 

(3) くらしと文化の景観ゾーン 本ゾーンは、集落を中心に、普段から多くの人が親

しんでいる空間であり、集落内にある瓦屋根の民家、路地、家庭菜園等の多様な景

観要素を有し、拝所など歴史・文化遺産も豊富であり花や緑の彩りも豊かであるこ

とから、これらの要素を生かした美しく暮らしやすい区域 

(4) にぎわい景観創出ゾーン 国頭村の玄関口であり観光施設や行政施設が集積する

「顔」となる区域であることから、中心市街地である辺土名大通りを中心としたに

ぎわいの景観づくり、道の駅や体育施設などの拠点施設では、重点的に良好な景観

づくりを展開する区域とし、また、オクマビーチなどリゾート空間では民間事業者

と協力し自然景観を生かした質の高い景観の創出を進めていく区域 

(景観形成基準設定) 

第 3条 景観形成基準設定については、別表第 1に定めるものとする。 

(建築物及び工作物の高さの算定) 

第 4条 建築物及び土地に定着する工作物の高さは、敷地地盤面から屋上に設置されてい

る工作物を含め、建築物の中で最も高い位置までを算定する。 

2 前項の敷地地盤面に高低差がある場合は、建築物が周辺の地盤面と接する最も低い位

置を敷地地盤面とする。 



(相談及び事前協議) 

第 5条 条例第 13条の規定による相談及び事前協議をしようとする者は、別表第 2に定

める必要な図書を提出し、行うものとする。 

(景観計画区域内における行為の届出) 

第 6条 法第 16条第 1項の規定による届出は、前条の相談及び事前協議が完了した後に

国頭村景観計画区域内行為届出書(様式第 2号)を提出するものとする。 

2 法第 16条第 2項の規定による届出は、国頭村景観計画区域内行為変更届出書(様式第

3号)により別表第 2に定める必要な図書を添付して行うものとする。 

(届出及び勧告等の適用除外) 

第 7条 条例第 11条で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

(1) 別表第 3に掲げる行為以外のもの 

(2) 良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれがないと村長が認めるもの 

(適合通知) 

第 8条 村長は、法第 16条第 1項又は第 2項の規定による届出があった場合において、

その届出に係る行為が法第 8条第 1項に基づく国頭村景観計画に定められた当該行為に

ついての制限に適合すると認めるときは、国頭村景観計画区域内における行為の制限

の適合通知書(様式第 4号)により通知するものとする。 

(行為の着手の制限に係る期間の短縮の通知) 

第 9条 村長は、法第 18条第 2項の規定により期間を短縮したときは、国頭村景観計画

区域内行為着手期間短縮通知書(様式第 5号)により、法第 16条第 1項又は同条第 2項

の規定による届出をした者に通知するものとする。 

(国頭村景観審議会への意見聴取) 

第 10条 村長は、条例第 14条及び第 15条の規定による助言及び指導し、勧告及び命令

並びに公表を行おうとするときは、国頭村景観審議会への意見を聴くものとする。 

(届出をしたものに対する勧告) 

第 11条 法第 16条第 3項の規定による勧告は、国頭村景観計画区域内行為設計変更等勧

告書(様式第 6号)によるものとする。 

(変更命令等) 

第 12条 法第 17条第 1項の規定による命令は、国頭村景観計画区域内行為設計変更命令

書(様式第 7号)によるものとする。 

2 法第 17条第 4項の規定する通知は、国頭村景観計画区域内行為設計変更等命令期間延

長通知書(様式第 8号)によるものとする。 

3 法第 17条第 5項の規定による命令は、国頭村景観計画区域内行為原状回復命令書(様

式第 9号)によるものとする。 

4 法第 17条第 7項に規定する報告は、国頭村景観計画区域内行為状況等報告書(様式第

10号)によるものとする。 



(国の機関又は地方公共団体が行う行為の通知等) 

第 13条 法第 16条第 5項の規定する通知は、国頭村景観計画区域内行為通知書(様式第

11号)により別表に定める必要な図書を添付して行うものとする。 

2 法第 16条第 6項に規定する協議を求めるときは、国頭村景観計画区域内行為協議書

(様式第 12号)によるものとする。 

(モデル地区の指定) 

第 14条 村長は、特に良好な景観の形成を図る必要があると認める地域や、地域におけ

る景観に向けた気運の高い又は高まりつつある地域をモデル地域として指定すること

ができる。 

2 村長は、モデル地域において、景観計画で定めた方針の実現又は村民等の活動に資す

るため、技術的な支援や助成を行うことができる。 

(景観重点地区の指定等) 

第 15条 条例第 17条の規定により、景観重点地区を指定しようとするときは、次に掲げ

る事項について公告し、当該地区の指定の案を当該公告の日から 2週間公衆の縦覧に

供するものとする。 

(1) 景観重点地区の名称 

(2) 景観重点地区の位置及び区域 

(3) 景観重点地区の面積 

2 前項の規定による公告があったときは、当該地区の村民及び利害関係者は、同項の縦

覧期間満了の日までに、縦覧に供された景観重点地区の指定の案について、村長に意

見書を提出することができる。 

3 第 1項に規定する景観重点地区の指定の案には、次に掲げる事項を定めなければなら

ない。 

(1) 景観重点地区の名称及び区域 

(2) 当該区域における景観形成基準 

(3) その他良好な景観形成のために必要な事項 

4 村長は、景観重点地区を指定したときは、次に掲げる事項を告示するものとする。 

(1) 景観形成地域の名称及び区域 

(2) 指定した年月日 

(3) 景観形成基準 

(4) その他良好な景観形成のために必要な事項 

5 前 3項の規定は、景観重点地区を変更し、又は廃止しようとする場合において準用す

る。 

(景観重要建造物の標識) 

第 16条 村長は、法第 19条に規定する景観重要建造物の指定をしたときは、法第 21条

第 2項の規定により設置する標識に、次に掲げる事項を記載するものとする。 



(1) 指定番号及び指定年月日 

(2) 景観重要建造物の名称 

(3) 指定の理由となった外観の特徴 

2 村長は、法第 21条第 2項の標識を、当該景観重要建造物の良好な景観を損なわない意

匠とするとともに、公衆の見やすい場所に設置するものとする。 

3 村長は、条例第 17条第 3項に規定する景観重要建造物の指定を解除したときは、前項

に規定する標識を速やかに撤去するものとする。 

(景観重要樹木の標識) 

第 17条 村長は、法第 28条に規定する景観重要樹木の指定をしたときは、法第 30条第

2項の規定により設置する標識に、次に掲げる事項を掲載するものとする。 

(1) 指定番号及び指定年月日 

(2) 景観重要樹木の名称 

(3) 指定の理由となった外観の特徴 

2 村長は、法第 30条第 2項の標識を、当該景観重要樹木の良好な景観を損なわない意匠

とするとともに公衆の見やすい場所に設置するものとする。 

3 村長は、条例第 17条第 3項に規定する景観重要樹木の指定を解除したときは、前項に

規定する標識を速やかに撤去するものとする。 

(委任) 

第 18条 この規則で定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、村長が別

に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、平成 31年 10月 1日から適用する。 

附 則(令和 6年 3月 25日規則第 6号) 

この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

別表第 1(第 3条関係) 

「建築物」景観形成基準 

行為の制限 

 自然景観保全ゾ

ーン(自然公園法) 

自然とくら

しの調和ゾ

ーン 

くらしと

文化の景

観ゾーン 

にぎわい景

観創出ゾー

ン 

敷地面積 500

㎡以上かつ建

築面積 100㎡

以上の建築物

(各ゾーンの

基準に以下を

追加) 

特

別

保

護

地

区 

第 1

種特

別地

域 

第 2

種特

別地

域 

第 3

種特

別地

域 



建築物の

新築、増

築、改築

若しくは

移転、外

観を変更

すること

となる修

繕・模様

替又は色

彩の変更 

高さ・

配置 

不可 

(学術研

究など公

益性や、

その場で

なければ

ならない

必然性を

除く) 

・13m以下 

※分譲地

等内の建

築物は 10m

以下(2階

建て以下) 

・13m以下

とする。ま

た、自然の

骨格景をな

す山容の連

なり、海へ

の眺望等を

遮らないよ

うに留意す

る。 

・13m以

下とす

る。ま

た、高さ

や配置に

おいて、

周囲との

連続性に

配慮し、

全体とし

て景観に

優れたも

のとなる

よう留意

する。 

・13m以下

とする。た

だし、以下

の場合はこ

の限りでは

ない。 

・良好な自

然景観と調

和し、眺望

を妨げない

配置、形

態、意匠の

工夫がなさ

れている場

合 

・一体的な

開発におい

て十分な緑

地を確保

し、全体と

して景観に

優れたもの

である場合 

  

壁面の

位置 
－ 

・当該建

築物の地

上部分の

水平投外

周線が公

園事業道

路等の路

肩から 20m

以上、そ

れ以上の

道路から

は 5m以上

離れてい

ること。 

・敷地境

界線から 5

m離れてい

ること。 

－ － － 

・建物壁面は

前面道路から

5m以上後退す

る。 

形全体 － ・主要な ・周囲の自・伝統的 ・周囲の町 ・主要な展望



態

意

匠 

展望地か

ら展望す

る場合の

著しい妨

げになら

ないこ

と。 

・山稜線

を分断す

る等眺望

の対象に

著しい支

障を及ぼ

さないこ

と。 

然景観に調

和したデザ

インとす

る。 

な集落の

スケール

や形態を

尊重し、

周囲の町

並みと違

和感を生

じさせな

いデザイ

ンとす

る。 

並みと調和

のとれたデ

ザインとす

る。 

地から展望す

る場合の著し

い妨げになら

ないこと。 

・山稜線を分

断する等眺望

の対象に著し

い支障を及ぼ

さないこと。 

・周囲の自然

景観に調和し

たデザインと

する。 

・大規模な建

築物等は圧迫

感を生じさせ

ないよう分節

化などで工夫

する。 

屋根 

不可 

(ただ

し、色彩

の変更に

ついては

景観と著

しく不調

和である

色彩に変

更するも

のでない

こと) 

・屋根及

び壁面の

色彩や形

態が風致

風景と著

しく不調

和でない

こと。 

・屋根の色(防水塗装色を含む)は

周囲の景観と調和するものとす

る。 

・公的な視点場から見下ろされる

位置にある場合は特に注意する。 

  

色彩

(共通

基準

も参

照) 

・外壁は周囲になじむ落ち着いた

色合いとする。 

・外壁の過半

は周囲になじ

む落ち着いた

色合いとし、

明度 8以上の

無彩色または

R～Y系の色相

で彩度 2以

下、明度 8以

上を原則とす

る。 

・ただし、公

衆の視点場へ

の影響が少な

い配置・形態

であれば、R

～Y系以外の

色相で彩度 2



以下、明度 8

以上の色も認

める。また森

林内など周囲

の色彩の明度

が低い環境下

では、明度 8

以下を認め

る。 

・派手な色の

使用は必要最

小限とする。 

素材

(共通

基準

も参

照) 

－ － 

・ミラーガラスや金属製品で反射

の強いものはできるだけ避け、周

囲の影響に配慮する。 

  

敷

地 

緑化

(共通

基準

も参

照) 

－ － 

・緑地率 2

0％以上を

目標とし、

良好な緑の

維持に努め

る。 

・緑地率

15％以上

を目標と

し、良好

な緑の維

持に努め

る。 

・花と緑で

彩るよう努

める。 

・緑地率 20％

以上を目標と

し、良好な緑

の維持に努め

る。 

既存

樹木 

木竹の損

傷不可 
－ 

・良好な景観を構成している既存

樹木はできる限り生かす。 
  

垣

柵・

塀 

不可 

(ただ

し、色彩

の変更に

ついては

景観と著

しく不調

和である

色彩に変

更するも

のでない

こと) 

・色彩や

形態が風

致風景と

著しく不

調和でな

いこと。 

・敷地囲い

は生垣又は

石垣を推奨

する。 

・コンクリ

ート塀・ブ

ロック塀を

設ける場合

は、緑化あ

るいは透過

性のあるフ

ェンス等と

組合せるな

どの修景を

図るととも

に圧迫感の

・敷地囲

いを設け

る場合は

生垣又は

石垣を推

奨する。 

・コンク

リート

塀・ブロ

ック塀を

設ける場

合は、緑

化など修

景を図る

とともに

圧迫感の

・コンクリ

ート塀・ブ

ロック塀を

設ける場合

は、緑化あ

るいは透過

性のあるフ

ェンス等と

組合せるな

どの修景を

図るととも

に圧迫感の

ない高さと

する。 

  



ない高さと

する。 

ない高さ

とする。 

・ひんぷ

ん等の伝

統的デザ

インをで

きる限り

活かす。 

夜間

景観

（共

通基

準も

参

照） 

－ － 

・照明の光源は、周囲の環境に配慮した穏やか

なものとする。 

・照明の位置、方向、時間帯については周囲の

住環境や自然環境系に悪影響を及ぼさないよう

十分配慮する。 

・その他、村が定める“光害の防止”に関連す

る基準等に準ずるものとする。 

「工作物等」景観形成基準 

行為の制限 

自然景観保全ゾーン(自然公園法) 

自然とくら

しの調和ゾ

ーン 

くら

しと

文化

の景

観ゾ

ーン 

にぎわい景

観創出ゾー

ン 
特別保

護地区 

第 1種特

別地域 

第 2種

特別地

域 

第 3種

特別地

域 

工作物の新設、

増築、改築若し

くは移転、外観

を変更すること

となる修繕・模

様替又は色彩の

変更 

高

さ・

位置 

不可 

(公益性、必然性

が認められる場合

を除く) 

・13m以下 

・周囲の樹

木の高さを

超えないも

のとする。 

道路等公衆

の視点から

山稜線やラ

ンドマーク

への眺望を

遮らないこ

と。 

・周囲の眺望景観

を損なうことのな

いよう、また周囲

に圧迫感や違和感

を与えないよう、

高さや位置に配慮

する。 

形

態

意

匠 

全

体 
－ 

・主要な展望

地から展望す

る場合の著し

い妨げになら

ないこと。 

・山稜線を分

断する等眺望

の対象に著し

い支障を及ぼ

・周囲の町並みや景観と調和

した意匠形態とするよう努め

る。擁壁などの長大な工作物

においては、分節化や表情の

工夫により、圧迫感や単調さ

の軽減に努める。 



さないこと。 

色

彩 

不可 

(ただし、色彩の

変更については景

観と著しく不調和

である色彩に変更

するものでないこ

と) 

・屋根及び壁

面の色彩や形

態が風致景観

と著しく不調

和でないこ

と。 

・派手な色を用いるのは機能

上不可欠な場合のみとし、周

囲に調和した落ち着いた色彩

とする。 

素

材 
不可 － 

・耐久性の高い素材を用い

る。また工作物の種類に応じ

て、琉球石灰岩など地域素材

の活用に努める。 

緑化 

・公益上必要であること。 

・植栽するものは対象地域に現存

する植物と同じ植物であること。 

・工作物の敷地はできるだけ

緑化する。また良好な既存木

はできるだけ保存を図る。 

発電

施設

等 

不可 

(公益性、必然性

が認められる場合

を除く) 

・植生の復元

が困難な地域

等で行われる

ものでないこ

と。 

・主要な展望

地からの展望

の著しい妨げ

にならないこ

と。山稜線を

分断する等眺

望の対象に著

しい支障を及

ぼすものでな

いこと。 

(その他、高

さ・位置・意

匠・伐採・土

地形質変更等

にかかる基準

のいずれも適

用) 

・公共の視点場

からの良好な景

観資源(国立公

園・国定公園の

山稜や海岸地、

景勝地、ランド

マークなど)への

眺望を著しく妨

げない。 

・主要な展望地

からの展望の著

しい妨げになら

ないものとす

る。 

・周囲に圧迫感

や違和感を与え

ない位置、規模

とし、植栽等に

よる遮蔽等に配

慮する。 

・色彩は、低彩

度を用い、周囲

に違和感を与え

ないものとす

る。 

・太陽光パネル

等は反射により

・周囲の眺

望景観を損

なうことの

ないよう、

また周囲に

圧迫感や違

和感を与え

ないよう、

高さや位置

に配慮す

る。 



周囲に悪影響を

及ぼさないよう

配慮する。 

開発行為(都市

計画法第 4条第

12項に規定する

行為)、土地の

開墾、土石の採

取、鉱物の採掘

その他の土地の

形質の変更、水

面の埋立て又は

干拓 

形

状・

緑化

(共通

基準

も参

照) 

不可 

(植生の復元が困

難な地域等で行わ

れるものでない、

公益性、必然性が

認められる場合、

農地改良のための

行為などを除く) 

・植生の復元

が困難な地域

等で行われる

ものでないこ

と。 

・集団的に建

築物その他の

耕作物を設置

する敷地造成

でないこと(階

段状の造成で

ないこと) 

・ゴルフ場の

造成のためで

ないこと、廃

棄物の埋立て

によるもので

ないこと。 

・申請に係る

場所以外の場

所においては

目的を達成で

きないと認め

られること。 

・開墾し、又

は形状を変更

する土地の範

囲が必要最小

限であるこ

と。 

・土砂の流出

のおそれがな

いこと。 

・できる限り現況の地形を活

かし、大規模な法面や擁壁が

生じないように努める。 

・法面は可能な限り緑化可能

な勾配とし、周囲の植生と調

和する緑化を行う。また緑化

に不向きな箇所は自然石等に

よる修景に努める。 

・土石の採取、鉱物の採掘の

場合、周辺の景観に悪影響を

及ぼさないよう配慮する。採

取、採掘の終了又は休止時に

は埋戻し、周囲との植生と調

和する緑化を行う。 

・敷地内に優れた樹木がある

場合は、保存又は移植により

できる限り修景に活かす。 

木竹の伐採・植

栽 
  

不可 

(公益

性、必

然性が

認めら

れる場

・単木伐

採 

・択伐の

場合は現

在蓄積の

10％以下 

・標準

伐期齢

以上 

・択伐

の場合

は現在

・風致

景観に

著しい

支障を

及ぼす

場合以

・木竹の伐採は、その目的に

応じ必要最小限の規模とする

よう努める。 

・景観上有効な樹木は保存に

努める。 



合を除

く) 

・樹齢が

基準伐期

齢に十年

をくわえ

たもの。 

蓄積の

30％以

下 

・皆伐

の場合

は 1伐

区の面

積が 2h

a以内 

外は制

限なし 

屋外における土

石、廃棄物、再

生資源その他の

物件の堆積 

位

置・

形態 

不可 

・廃棄物でな

いこと。 

・申請に係る

場所以外の場

所においては

目的を達成で

きないと認め

られること。 

・集積の高さ

が 10mを超え

ないこと。 

・堆積物から

堆積にかかる

敷地の境界ま

での距離が 5m

以上離れてい

ること。 

・秩序ある形

態での堆積に

努め、周囲の

高さ 5mを超え

て突出しない

ものとする。 

・堆積物から堆積にかかる敷

地の境界までの距離を 3m以

上確保する。 

・秩序ある形態での堆積に努

め、周囲の高さ 5mを超えて

突出しないものとする。 

遮蔽 不可 

・主要な公園

利用地点から

明瞭に望見さ

れるものでな

いこと。 

・周囲の公共空間から見えな

いよう、生垣や垣柵によって

遮蔽する。遮蔽物も周囲の景

観に調和するよう配慮する。 

特定照明 

(ライトアップ) 
  不可   

・照明の光源は、周囲の環境

に配慮した穏やかなものとす

る。 

・照明の位置、方向、時間帯

については周囲の住環境や自



然環境系に悪影響を及ぼさな

いよう十分配慮する。 

・その他、村が定める“光害

の防止”に関連する基準等に

準ずるものとする。 

別表第 2(第 5条関係) 

届出を必要とする図書 

名称 様式 備考 

国頭村景観計画区域内

行為事前協議申請書 

第 1-1

号様式 

事業者が行為を行う前に事前に協議するために提出する

書類 

地域協議録 
第 1-2

号様式 
地域(区)との協議を行ったことを証する書類 

景観形成基準チェック

シート 

第 1-3

号様式 
地域（区）との協議の際に内容確認を行う書類 

国頭村景観計画区域内

行為届出書 

第 2号

様式 

事業者が事前協議を済ませ、正式に協議を申請するため

に提出する書類 

添付図書 
任意様

式 
添付図書一覧表参照、書類は A4ファイルに綴ること。 

行為概要書 
任意様

式 

付近見取図、配置図、建築物等の立面図又は透視図 

(関係者協議にも使用するものとし、個人のプライバシ

ーや業務上の秘密に関わる詳細情報は掲載しない) 

委任状 
任意様

式 
代理人が手続を行う場合提出する。 

添付図書一覧表 

種類 縮尺 明示すべき事項 

建築

物の

新築

等 

建築

物の

修繕

等 

工作物

の新設

修繕等 

開発行為

土地の形

質の変更 

木竹の

植栽又

は伐採 

付近見

取図 

1/2,50

0以上 
方位、敷地位置、周囲の状況 ● ● ● ● ● 

現況写

真 
  

敷地及び敷地の周辺(隣接地、

道路)の状況がわかるカラー写

真と撮影位置図 

● ● ● ● ● 

配置図 
1/200

以上 

敷地境界、敷地内における建

築物、工作物等の位置 
● ● ● ●   

平面図 
1/200

以上 

建築物の場合、各階平面(屋上

の設備機器の配置を含む) 
● ○ ●     

着色立 1/200 各部仕上げ、色彩(マンセル ● ● ●     



面図 以上 値)、屋上の設備機器、屋外広

告物 

※公衆の視点から視認されな

い面は省略可 

透視図   

※規模、形態、意匠が周囲か

ら突出せず、調和することが

明らかな場合には省略可 

○ ○ ○ ○ ○ 

現況図 
1/500

以上 
地形及び植生の状況       ● ● 

造成計

画図 

1/500

以上 
平面図、断面図、法面仕上図       ●   

土地利

用計画

図 

1/500

以上 
区域内の土地利用の区分       ●   

植栽計

画図 

(伐採

計画

図) 

1/200

以上 

(規模

に応じ

る) 

※配置図に植栽計画を示すこ

とも可 
● ● ● ● ● 

●は必須   ○は変更箇所や変更内容に応じて添付 

別表第 3(第 6条関係) 

届出対象行為 

対象となる行為 対象となる規模 

建築物の新築、増築、改築若しくは移

転、外観を変更することとなる修繕若し

くは模様替又は色彩の変更 

(特定届出対象行為 ※) 

○建築面積 10㎡を超える建築に関する行為 

○上記に該当する建築物のうち、外観の変更

にかかる面積が過半となるもの(公衆から視

認される面のいずれか) 

工作物の新設、増築、改築若しくは移

転、外観を変更することとなる修繕若し

くは模様替又は色彩の変更 

（特定届出対象行為 ※） 

○高さ 2mを超える擁壁、垣(生垣を除く)、

柵、塀その他これらに類するもの 

○高さ 4m以上の柱状工作物、煙突、広告

塔、電波塔、電柱 

○高さ 4m以上又は 300㎡以上のタンク、高

架水槽、サイロ、物見塔、プラント、遊戯施

設、車庫等 

○高さ 20m以上の送電施設 

○500㎡以上又は高さ 4m以上の発電施設(太

陽光パネル、風力発電施設等) 

○変更範囲が 10㎡を超えるもの 

開発行為(都市計画法第 4条第 12項に規 ○土地の面積が 500㎡を超えるもの若しくは



定する行為) 高さ 2mを超える法面が生じるもの 

土地の開墾、土石の採取、鉱物の採掘そ

の他の土地の形質の変更 

○土地の面積が 500㎡を超えるもの若しくは

高さ 2mを超える法面が生じるもの 

水面の埋立て又は干拓 ○すべて 

木竹の伐採・植栽 

○伐採面積が 500㎡以上又は幹周 90cm以上

の樹木の伐採(幹周は原則として高さ 130cm

の位置で計測する) 

屋外における土石、廃棄物、再生資源そ

の他の物件の堆積 

○堆積の高さが 3mを超えるもの又は土地面

積が 300㎡を超えるもので、堆積の期間が 90

日以上のもの 

特定照明(ライトアップ) 
○専用住宅以外の建築物、工作物、遺跡、記

念物等をライトアップするもの 

※ 特定届出対象行為とは、景観法第 17条第 1項の規定により景観行政団体の条例で

定める行為。特定届出対象行為について、景観計画に定められた形態意匠の制限に適

合しないものをしようとする者又はした者については、必要な限度において、設計の

変更その他の必要な措置をとることを命ずることができます。(変更命令) 

様式第 1-1号(第 5条関係) 

国頭村景観計画区域内行為事前協議申請書 

[別紙参照] 

様式第 1-2号(第 5条関係) 

地域協議録 

[別紙参照] 

様式第 1-3号(第 5条関係) 

景観形成基準チェックシート 

[別紙参照] 

様式第 2号(第 6条関係) 

国頭村景観計画区域内行為届出書 

[別紙参照] 

様式第 3号(第 6条関係) 

国頭村景観計画区域内行為変更届出書 

[別紙参照] 



様式第 4号(第 8条関係) 

国頭村景観計画区域内における行為の制限の適合通知書 

[別紙参照] 

様式第 5号(第 9条関係) 

国頭村景観計画区域内行為着手期間短縮通知書 

[別紙参照] 

様式第 6号(第 11条関係) 

国頭村景観計画区域内行為設計変更等勧告書 

[別紙参照] 

様式第 7号(第 12条関係) 

国頭村景観計画区域内行為設計変更命令書 

[別紙参照] 

様式第 8号(第 12条関係) 

国頭村景観計画区域内行為設計変更等命令期間延長通知書 

[別紙参照] 

様式第 9号(第 12条関係) 

国頭村景観計画区域内行為原状回復命令書 

[別紙参照] 

様式第 10号(第 12条関係) 

国頭村景観計画区域内行為状況等報告書 

[別紙参照] 

様式第 11号(第 13条関係) 

国頭村景観計画区域内行為通知書 

[別紙参照] 

様式第 12号(第 13条関係) 



国頭村景観計画区域内行為協議書 

[別紙参照] 


